
　          平成21年度6月追加補正予算会計別一覧表
（単位：千円）

24,572,796 574,708 25,147,504

合計 40,566,836 574,708 41,141,544

一　般　会　計

 計補正額補正前の額 　　区　　　　　分



 



会計名 歳入歳出 担当課 事業名 ページ

一般会計 歳入 財政 地域活性化・経済危機対策臨時交付金 1

〃 歳出 総務 庁舎整備事業（地域活性化・経済危機対策臨時交付金） 1

〃 〃 総務 常備消防事業（地域活性化・経済危機対策臨時交付金） 2

〃 〃 総務 消防施設整備事業（地域活性化・経済危機対策臨時交付金） 2

〃 〃 総務 災害対策（地域活性化・経済危機対策臨時交付金） 3

〃 〃 支所 関金庁舎改修事業（地域活性化・経済危機対策臨時交付金） 3

〃 〃 環境 不法投棄廃棄物撤去事業（地域活性化・経済危機対策臨時交付金） 4

〃 〃 環境
家庭用ごみ処理機購入助成事業
（地域活性化・経済危機対策臨時交付金）

4

〃 〃 子ども 市立保育施設改修事業（地域活性化・経済危機対策臨時交付金） 5

〃 〃 子ども 児童センター修繕事業（地域活性化・経済危機対策臨時交付金） 5

〃 〃 子ども
ＤＶ被害者特別給付金支給事業
（地域活性化・経済危機対策臨時交付金）

6

〃 〃 農林 農道維持管理（地域活性化・経済危機対策臨時交付金） 6

〃 〃 農林
小規模零細地域営農確立促進対策
（地域活性化・経済危機対策臨時交付金）

7

〃 〃 商工 勤労青少年ホーム（地域活性化・経済危機対策臨時交付金） 7

〃 〃 商工 観光一般（地域活性化・経済危機対策臨時交付金） 8

〃 〃 商工 観光施設維持管理（地域活性化・経済危機対策臨時交付金） 8

〃 〃 管理 公園管理（地域活性化・経済危機対策臨時交付金） 9

〃 〃 建設 除雪対策（地域活性化・経済危機対策臨時交付金） 9

〃 〃 建設 道路維持（地域活性化・経済危機対策臨時交付金） 10

〃 〃 建設 河川総務及び維持（地域活性化・経済危機対策臨時交付金） 10

〃 〃 景観 市営住宅維持管理（地域活性化・経済危機対策臨時交付金） 11

〃 〃 教育 小・中学校運営（総務）（地域活性化・経済危機対策臨時交付金） 11

〃 〃 教育 小中学校教材整備（地域活性化・経済危機対策臨時交付金） 12

〃 〃 生涯 地区公民館修繕事業（地域活性化・経済危機対策臨時交付金） 12

〃 〃 図書館 交流プラザ総務管理（地域活性化・経済危機対策臨時交付金） 13

〃 〃 給食
学校給食センター厨房機器整備事業
（地域活性化・経済危機対策臨時交付金）

13

〃 〃 政策
公共施設地上デジタル化改修事業
（地域活性化・経済危機対策臨時交付金）

14

〃 〃 農委
農用地利用権設定等促進事業
（地域活性化・経済危機対策臨時交付金）

14

以上「地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業」

〃 〃 環境 住宅用太陽光発電システム導入促進 15

〃 〃 保健 がん検診 15

〃 〃 子ども 母子福祉事務（高等技能訓練促進費） 16

〃 〃 子ども 子育て応援特別手当支給事業費 16

〃 〃 商工 緊急雇用創出事業 17-18

平 成 21 年 度 6 月 追 加 補 正 予 算
主 な 事 業 一 覧 表



会計

歳入歳出 金額

款 14 1 436,022 436,022

項 2

目 6

国庫 県 地方債 その他 一般財源

436,022

会計

歳入歳出 金額

款 2 13 3,426 3,426

項 1 15 29,116 29,116

目 6

国庫 県 地方債 その他 一般財源

32,542

施策 基本事業

Ｐタイルの破損による第三者への安全を確保するため張替えを行う。
庁舎を安全・安心な施設として改修する。
庁舎（本・東・南・北）のＰタイル2,200㎡を張替える。
工事期間は、土曜日、日曜日及び休日の作業となるため6月を要する。
本庁舎の和式トイレを洋式トイレに取り替えることで安心な施設に整備する。
老朽化している駐車場を手すりの取替等の改修により安全な施設に整備する。

歳出積算根拠（金額）
改修床面積2,200㎡
清掃等準備、ビニル床タイル撤去、区画養生、積込処分、改修等
本庁舎の1F男1、2F女5男1、3F女2男1、4F女2、男1の13箇所の和式トイレを洋式トイレに取替える。
駐車場の手すり取替、外壁補修、鉄筋塗装、消火器箱取替を行う。

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

総合計画との連動 効果的効率的な行政体制の確立 市民ニーズに対応した行政サービスの提供

予算説明書
（ページ）

金額

補正前 補正額

予
算
科
目

総務費

総務管理費

財産管理費

担当課

事業名

総務課

庁舎整備事業（地域活性化・経済危機対策臨時交付金） 

委託料

工事請負費

一般

歳出
説明

設計監理委託料

整備工事

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

8 0 32,542

補正額の財源内訳　(単位：千円）

区分

節

担当課 財政課

事業名 地域活性化・経済危機対策臨時交付金

国庫支出金 総務管理費補助金 地域活性化・経済危機対策臨時交付金

国庫補助金

節
説明

歳入 区分予
算
科
目

一般

地域温暖化対策、少子高齢化社会への対応、安全･安心の実現、その他将来に向けた地域の実情
に応じた地域活性化等に資する事業を行うため、地域活性化・経済危機対策実施計画を作成し、
それに基づく事業に対し国から交付金が交付される。

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

総務費補助金

交付限度額　436,022千円
算式（Ａ×α＋（Ｂ×Ｃ）－Ｄ）×Ｅ×Ｆ
Ａ：Ｈ20地方再生対策費算定額　205,995千円
α：乗率1.0602218671
Ｂ：単価 1,367円
Ｃ：段階補正後人口 103,404人
Ｄ：修正財源超過額0
Ｅ：財政力補正 1.01
Ｆ：定住化自立圏等割増 1.2（割増20％のうち、定住自立圏割増10％、山村振興割増10％）

7 0 436,022

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

1



会計

歳入歳出 金額

款 9 19 3,500 3,500

項 1

目 1

国庫 県 地方債 その他 一般財源

3,500

施策 基本事業

会計

歳入歳出 金額

款 9 18 8,133 8,133

項 1

目 3

国庫 県 地方債 その他 一般財源

8,133

施策 基本事業

事業の概要(補正の理由）、対象、意図など

消防法の一部改正に伴い、既存住宅においては鳥取中部ふるさと広域連合予防条例で、平成23年
6月1日から全ての住宅に住宅用火災警報器の設置が義務付けられており、設置を促進して市民生
活の安全安心を確保する。

歳出積算根拠（金額）

倉吉市住宅用火災警報器購入費助成規則
1,000円×3,500個＝3,500千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

総合計画との連動 災害に強いまちづくりの推進 消防防災体制の整備

予
算
科
目

一般 節

12 0 3,500

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

負担金補助及び交付金 住宅用火災警報器設置費助成金消防費

常備消防費

担当課 総務課

事業名 常備消防事業（地域活性化・経済危機対策臨時交付金） 

説明

消防費

歳出 区分

担当課 総務課

事業名 消防施設整備事業（地域活性化・経済危機対策臨時交付金） 

説明
歳出 区分

消防費 備品購入費 機械器具費

補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

消防施設費

予
算
科
目

一般

12 0 8,133

予算説明書
（ページ）

金額

節

消防費

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

初期消火は火災被害を縮小する点で重要であり、地域の消防施設を整備することで消防力を向上
させ、火災被害を縮小させる。

総合計画との連動 災害に強いまちづくりの推進 消防防災体制の整備

歳出積算根拠（金額）
小型動力ポンプが更新時期となる5箇所を整備する。
　関金第1、上灘、社、西郷、明倫
　1,626,450円×5箇所

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

2



会計

歳入歳出 金額

款 9 11 5,000 5,000

項 1

目 5

国庫 県 地方債 その他 一般財源

5,000

施策 基本事業

会計

歳入歳出 金額

款 2 13 370 370

項 1 15 6,600 6,600

目 6

国庫 県 地方債 その他 一般財源

6,970

施策 基本事業

歳出積算根拠（金額）
N95マスク（20枚入り）2,300円×450箱=1,035千円、つなぎ500枚×1,400円=700千円、手袋（100枚入り）
450円×736箱≒332千円、ゴーグル500個×790円=395千円、エプロン（50枚入り）2,790円×160箱≒447千
円、手指消毒液（1瓶20人分）1,500円×920本=1,380千円、靴カバー1,000足×700円=700千円、その他消
耗品11千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

新型インフルエンザ流行時において行政事務を迅速に遂行するため、窓口対応職員の防護用資材
を備蓄する。
安心安全な市民生活の確保
窓口対応職員の防護用資材の備蓄

総合計画との連動 災害に強いまちづくりの推進 消防防災体制の整備

予
算
科
目

一般

12 0 5,000

予算説明書
（ページ）

金額

節

消防費

消耗品費

補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

災害対策費

担当課 総務課

事業名 災害対策（地域活性化・経済危機対策臨時交付金） 

説明
歳出 区分

消防費 需用費

維持補修工事

担当課 支所管理課

事業名 関金庁舎改修事業(地域活性化・経済危機対策臨時交付金)

説明
歳出 区分

総務費 委託料 建築物調査委託料

補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

財産管理費

予
算
科
目

一般

8 0 6,970

予算説明書
（ページ）

金額

節

総務管理費 工事請負費

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

  関金庁舎の外壁に、ひび割れによるタイルの剥落が多く見受けられるため、外壁調査を実施す
るとともに、漏水のための改修工事を行い、施設の災害防止及び維持保全を図る。

総合計画との連動 災害に強いまちづくりの推進 都市基盤・構造物の整備

歳出積算根拠（金額）

関金庁舎西側壁調査委託料　370千円
関金庁舎防水改修工事　　6,600千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

3



会計

歳入歳出 金額

款 4 11 334 334

項 2 13 委託料 12,509 12,509

目 2 18 1,158 1,158

国庫 県 地方債 その他 一般財源

14,001

施策 基本事業

会計

歳入歳出 金額

款 4 19 2,000 2,000

項 2

目 2

国庫 県 地方債 その他 一般財源

2,000

施策 基本事業

歳出積算根拠（金額）

不法投棄防止対策費用　1,492千円（需用費　334千円、備品購入費 1,158千円）
・啓発看板 275千円　・不法投棄防止用資材（KEEP OUTテープ、杭 等）59千円
・監視カメラ（4台）1,158千円
不法投棄撤去費用（委託料）　12,509千円　　撤去予定箇所 12箇所

【事業概要】環境に配慮した持続可能な暮らしの実現と自然環境の保全を目的とし、「リサイク
ルの推進」と「ごみの適正処分」について啓発するとともに、不法投棄された廃棄物の撤去作業
（委託）等対策を講じる。
【対象】市民、不法投棄者
【意図】「リサイクルの推進」と「ごみの適正処分」を推進し、不法投棄のない環境にやさしく
快適で安全なまちづくりの実現を図る。

総合計画との連動 廃棄物の減量と適正処理 不法投棄対策の推進

担当課 環境課

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

事業名 不法投棄廃棄物撤去事業（地域活性化・経済危機対策臨時交付金）

説明
歳出 区分予

算
科
目

一般 節

衛生費 需用費 消耗品費

補正額の財源内訳　(単位：千円）

備品購入費 機械器具費

不法投棄産業廃棄物処理委託料

9 0 14,001

予算説明書
（ページ）

金額

補正前 補正額

事業の概要(補正の理由）、対象、意図など

清掃費

塵芥処理費

担当課 環境課

事業名 家庭用ごみ処理機購入助成事業（地域活性化・経済危機対策臨時交付金）

説明
歳出 区分

衛生費 負担金補助及び交付金 家庭用電動生ごみ処理機購入費補助金

補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

塵芥処理費

予
算
科
目

一般

10 0 2,000

予算説明書
（ページ）

金額

節

清掃費

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

【事業の概要】電気式の家庭用生ごみ処理機の購入費の1/3(上限２万円)を助成する。
【対象】電気式の家庭用生ごみ処理機を購入する市民。
【意図】家庭から排出される廃棄物の減量化を図る。

総合計画との連動 廃棄物の減量と適正処理 ごみ減量・リサイクル意識の向上

歳出積算根拠（金額）

　@20千円×100台=2,000千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

4



会計

歳入歳出 金額

款 3 13 4,110 4,110

項 2 15 45,890 45,890

目 2

国庫 県 地方債 その他 一般財源

50,000

施策 基本事業

会計

歳入歳出 金額

款 3 11 1,000 1,000

項 2

目 3

国庫 県 地方債 その他 一般財源

1,000

施策 基本事業

総合計画との連動 子育て支援の充実 仕事と家庭の両立支援

保育所費

予
算
科
目

一般 節

児童福祉費 工事請負費

歳出積算根拠（金額）
◆設計監理委託料
西郷保育園屋根外壁改修工事及び上井保育園設計監理委託料 1,200千円　社保育園園庭フェンス改修工事及び小鴨保
育園設計監理委託料 400千円　北谷保育園改修工事設計監理委託料 1,200千円　関金保育園プール外改修工事設計監
理委託料 1,310千円
◆維持補修工事
上井保育園内装改修工事 710千円　西郷保育園屋根外壁外改修工事 9,000千円　倉吉西保育園屋根外壁改修工事
12,000千円　社保育園園庭フェンス改修工事 2,000千円　北谷保育園改修工事 10,000千円　灘手保育園外壁改修工事
4,000千円　小鴨保育園トイレ改修工事 1,000千円　関金保育園プール外改修工事 7,180千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

維持補修工事

担当課 子ども家庭課

事業名 市立保育施設改修事業（地域活性化・経済危機対策臨時交付金）

説明
歳出 区分

民生費 委託料 設計監理委託料

補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

8 0 50,000

予算説明書
（ページ）

金額

事業の概要(補正の理由）、対象、意図など
経年により保育施設の屋根、外壁等が老朽化しており、庁舎等公共施設改修計画に基づき工事を行なうもの
◆対象施設
上井保育園、西郷保育園、倉吉西保育園、灘手保育園、社保育園、小鴨保育園、北谷保育園、関金保育園

担当課 子ども家庭課

事業名 児童センター修繕事業（地域活性化・経済危機対策臨時交付金）

説明
歳出 区分

民生費 需用費 修繕料

補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

児童館費

予
算
科
目

一般

8 0 1,000

予算説明書
（ページ）

金額

節

児童福祉費

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

経年により児童館のエアコンが老朽化し、操作不能となっているため、児童等の健全育成のため
エアコンの修繕（取替え）を行なうもの
◆対象施設
福吉児童センター

歳出積算根拠（金額）

福吉児童センターエアコン修繕 1,000千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

総合計画との連動 子育て支援の充実 仕事と家庭の両立支援
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会計

歳入歳出 金額

款 3 19 568 568

項 2

目 7

国庫 県 地方債 その他 一般財源

568

施策 基本事業

会計

歳入歳出 金額

款 6 15 5,000 5,000

項 1

目 8

国庫 県 地方債 その他 一般財源

5,000

施策 基本事業

担当課 子ども家庭課

事業名 ＤＶ被害者特別給付金支給事業（地域活性化・経済危機対策臨時交付金）

説明
歳出 区分

民生費 負担金補助及び交付金 ＤＶ被害者特別給付金

補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

子育て応援特別

手当支給事業費

予
算
科
目

一般

9 0 568

予算説明書
（ページ）

金額

節

児童福祉費

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

平成21年２月１日現在で本市の母子生活支援施設等で居住しているが、住民票を異動させることで加
害者に転出先が判明してしまうという危険性があることから、本市に住民票を異動させたくてもでき
ないというＤＶ被害者がおられます。その結果、住民基本台帳に登録されている市町村から、定額給
付金及び子育て応援特別手当を受給することが実質的に困難な状況にあるため、本市独自の特別給付
金を支給することにより、ＤＶ被害者の生活支援を図るものであります。

総合計画との連動 子育て支援の充実 子育てを支援する環境の整備

歳出積算根拠（金額）

基本額（定額給付金相当額）　　　　　　 　　　　　388千円　9世帯23人
子育て応援加算額（子育て応援特別手当相当額）　　 180千円　4世帯 5人

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

担当課 農林課

事業名 農道維持管理（地域活性化・経済危機対策臨時交付金）

説明
歳出 区分

農林水産業費 工事請負費 整備工事

補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

農道整備事業費

予
算
科
目

一般

10 0 5,000

予算説明書
（ページ）

金額

節

農業費

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

・農道舗装路面の修復を図り、農業用車両等農道通行者の安全を図る。
・中部広域農道舗装修復（横田～福山間）

総合計画との連動 農業地域の整備 計画的な農業基盤の維持管理

歳出積算根拠（金額）

・中部広域農道舗装修復工事　L=240m（A=1,680㎡）　　工事費　5,000千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など
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会計

歳入歳出 金額

款 6 13 9,568 9,450

項 1 118

目 9

国庫 県 地方債 その他 一般財源

3,150 6,418

施策 基本事業

会計

歳入歳出 金額

款 5 11 417 417

項 1 15 3,460 3,460

目 1

国庫 県 地方債 その他 一般財源

3,877

施策 基本事業

歳出積算根拠（金額）

高架水槽下がり給水管布設替え　　966千円
大会議室防音工事　　　　　　　2,494千円
各所修繕　　　　　　　　　　　　417千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

勤労青少年の福利厚生を図るため、施設の老朽化部分の修繕及び利用者の利便性向上のための改
修を行う。

総合計画との連動 雇用の維持と確保 職場環境の向上

予
算
科
目

一般

10 0 3,877

予算説明書
（ページ）

金額

節

労働諸費 工事請負費

修繕料

補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

勤労青少年ホーム費

維持補修工事

担当課 商工観光課

事業名 勤労青少年ホーム（地域活性化・経済危機対策臨時交付金）

説明
歳出 区分

労働費 需用費

歳出積算根拠（金額）

・倉吉水耕栽培施設選果機選果システム改修業務　　9,450千円
・西鴨共同作業所トイレ解体業務　　　　　　　118千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

・倉吉水耕栽培施設選果機選果システム改修協力金　　9,450千円×1/3＝3,150千円

事業の概要(補正の理由）、対象、意図など

●事業対象地域の農業施設周辺の環境整備を図るため、農業施設(西鴨共同作業所）に設置され
たトイレを解体する。
●施設型農業の確立と雇用の安定を図るため、倉吉水耕栽培施設の選果集計システムの個々の機
器が廃盤で修繕不可能な状態であり、出荷・雇用の安定のため選果集計システムを整備する。

総合計画との連動 農業の振興 農業の組織化（法人化）

予
算
科
目

一般

10 0 9,568

予算説明書
（ページ）

金額

節

農業費

補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

同和対策事業費

説明
歳出 区分

農林水産業費 委託料 ｼｽﾃﾑ改修委託料

解体委託料

事業名 小規模零細地域営農確立促進対策（地域活性化・経済危機対策臨時交付金）

担当課 農林課
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会計

歳入歳出 金額

款 7 18 4,400 4,400

項 1

目 3

国庫 県 地方債 その他 一般財源

4,400

施策 基本事業

会計

歳入歳出 金額

款 7 11 850 850

項 1 15 4,350 4,350

目 3

国庫 県 地方債 その他 一般財源

5,200

施策 基本事業

歳出積算根拠（金額）

倉吉パークスクエア食彩館換気設備改修300千円、せきがね湯命館発電機・外灯修繕248千円、関
金都市交流センター音響設備修繕302千円、せきがね湯命館井戸水給水設備改修3,150千円、せき
がね湯命館温泉加温ボイラー改修1,200千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

倉吉パークスクエア食彩館、せきがね湯命館等の観光施設について、施設の利用価値を高める改
修及び老朽化等に伴う修繕を行い、誘客数の向上を図る。

総合計画との連動 地域資源を活用した観光の振興 観光都市としての基盤整備

予
算
科
目

一般

11 0 5,200

予算説明書
（ページ）

金額

節

商工費 工事請負費

修繕料

補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

観光費

維持補修工事

担当課 商工観光課

事業名 観光施設維持管理（地域活性化・経済危機対策臨時交付金）

説明
歳出 区分

商工費 需用費

歳出積算根拠（金額）

計測システム購入設置　4,400千円

センサーを設置し、道路を往来する観光客数をカウントする。

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

事業の概要(補正の理由）、対象、意図など

現在の白壁土蔵群周辺における観光客数は特定施設の入館者数を基に推計している。センサー等
による計測器を設置し、一層正確な入り込み数を把握・分析することにより、観光客のニーズに
合わせた施策展開を行う。

総合計画との連動 地域資源を活用した観光の振興 観光都市としての基盤整備

予
算
科
目

一般

11 0 4,400

予算説明書
（ページ）

金額

節

商工費

機械器具費

補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

観光費

担当課 商工観光課

事業名 観光一般（地域活性化・経済危機対策臨時交付金）

説明
歳出 区分

商工費 備品購入費
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会計

歳入歳出 金額

款 8 11 4,300 4,300

項 4 13 8,539 8,539

目 3 15 3,808 3,808

国庫 県 地方債 その他 一般財源

16,647

施策 基本事業

会計

歳入歳出 金額

款 8 18 22,500 22,500

項 2

目 1

国庫 県 地方債 その他 一般財源

22,500

施策 基本事業

市道除雪は、主要幹線の389路線、延長248kmで実施している。
現在の除雪ドーザーは、配備後34年が経過し、老朽化が著しく今回更新する。

歳出積算根拠（金額）

除雪ドーザー１台 22,500千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

総合計画との連動 道路ネットワークの充実 安全性を守るための道路改良・維持管理

11 0 22,500

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

道路橋梁総務費

予
算
科
目

一般会計 節
説明

歳出 区分

土木費 備品購入費 機械器具費

道路橋梁費

担当課 建設課

事業名 除雪対策（地域活性化・経済危機対策臨時交付金）

歳出積算根拠（金額）
＜打吹公園＞
休憩所(喫茶うつぶき)改修工事費3,472千円、改修工事設計監理費528千円、トイレ(中央･椿の平･さわや
か)修繕費1,400千円、サル舎修繕費200千円、ふれあい動物舎庇設置工事費336千円、桜補植委託費4,017
千円、つつじ施肥委託費197千円、看板設置委託費250千円、フィールドアスレチック遊具撤去費1,300千
円
＜その他公園＞
河北中央公園他13施設遊具修繕費2,700千円、西倉工業団地緑地帯他2施設高木剪定委託費1,000千円、屋
外遊具定期点検委託費1,247千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

・県内有数の観光名所及び市民憩いの場でもある打吹公園及び白壁土蔵群ポケットパークの施設
整備を行い、市内外からの来園者数の増加を図る。
・市内の都市公園及びその他の公園に設置している屋外遊具等の経年劣化に伴う修繕及び高木剪
定等の環境整備を行い、安心安全な市民生活の充実を図る。

総合計画との連動 市街地の整備 公共空間（公園・広場）の整備

11 0 16,647

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

委託料 植栽管理委託料ほか

公園費 工事請負費 整備工事

予
算
科
目

一般 節
説明

歳出 区分

土木費 需用費 修繕料

都市公園費

担当課 管理課

事業名 公園管理（地域活性化・経済危機対策臨時交付金）
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会計

歳入歳出 金額

款 8 13 10,000 10,000

項 2 15 135,500 135,500

目 2 18 4,500 4,500

国庫 県 地方債 その他 一般財源

150,000

施策 基本事業

会計

歳入歳出 金額

款 8 13 7,000 7,000

項 3

目 1

国庫 県 地方債 その他 一般財源

7,000

施策 基本事業

土砂の堆積により流水を阻害しているため、河川の浚渫を行うものです。
奥田川堆積土砂浚渫　L=400m
見日町排水路堆積土砂浚渫　L=500m

歳出積算根拠（金額）

奥田川堆積土砂浚渫　　　　　5,000千円
見日町排水路堆積土砂浚渫　　2,000千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

11 0 7,000

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

河川総務費

委託料 清掃等委託料

河川費

建設課

事業名 河川総務及び維持（地域活性化・経済危機対策臨時交付金）

予
算
科
目

一般会計 節
説明

歳出 区分

土木費

事業の概要(補正の理由）、対象、意図など
●市道街路灯器具取替改修工事　19基　頭取替30台
●市道側溝等維持補修工事　14路線（側溝未整備5路線、側溝の老朽化による改修５路線、側溝の土砂堆
積１路線、路肩崩壊２路線、拡幅改修１路線）
●市道舗装維持補修工事　９路線　A=13,500㎡（舗装の凹凸、沈下により車両の通行に支障をきたしてい
る）
●維持補修用建設作業車購入１台（建設作業車　低床ダンプ２t）(現在1.5tダブルキャブ(昭和53年8月登
録）、5.0tダンプ（昭和59年1月登録）を所有している。ダブルキャブを廃車する）

歳出積算根拠（金額）

予
算
科
目

一般会計

11 0 150,000

維持補修工事

予算説明書
（ページ）

金額

節

道路橋梁費

委託料

工事請負費

補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

道路維持費 備品購入費 機械器具費

担当課 建設課

事業名 道路維持（地域活性化・経済危機対策臨時交付金）

説明
歳出 区分

土木費 設計業務委託料

総合計画との連動 道路ネットワークの充実 安全性を守るための道路改良・維持管理

総合計画との連動 災害に強いまちづくりの推進 都市基盤・構造物の整備

市道街路灯器具取替改修工事　　　 8,500千円、市道側溝等維持補修工事設計費10,000千円
市道側溝等維持補修工事　14路線　75,000千円
市道舗装維持補修工事　　　9路線　52,000千円
維持補修用建設作業車購入　　　　　4,500千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

担当課
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会計

歳入歳出 金額

款 8 13 400 400

項 5 15 10,000 10,000

目 1

国庫 県 地方債 その他 一般財源

10,400

施策 基本事業

会計

歳入歳出 金額

款 10 13 4,300 4,300

項 2 15 76,300 76,300

目 1 18 3,119 3,119

項 3 13 1,000 1,000

目 1 15 8,800 8,800

国庫 県 地方債 その他 一般財源

93,519

施策 基本事業

・工事請負費（校舎等改修） 〔小学校分〕76,300千円 〔中学校分〕 8,800千円

・委託料（上記に係る設計監理） 〔小学校分〕 4,300千円 〔中学校分〕 1,000千円

【事業の概要】
長坂新町住宅は、S53年からS58年に建設され、築後30年から26年経過している。本住宅はスレート瓦葺きで、屋根材
料は現在製造されておらず、経年による瓦の割れ、耐水性能の劣化がみられるため、天井や壁に雨漏りによるしみな
どがみられる。また、屋根の小屋組が鉄骨構造で鉄部が結露し易く、住宅の劣化や漏電の危険性があるため、屋根改
修工事を行う。
【対象】
市営長坂新町住宅の入居者
【意図】
市営住宅の建替計画は、他の市営住宅から建替えする計画としており、長坂新町住宅の建替時期については未定であ
るため、本事業で住宅の長寿命化と省エネ性能の向上を図る。

歳出積算根拠（金額）
設計監理委託業務　 400千円
屋根改修工事　　10,000千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

総合計画との連動 市街地の整備 住宅環境の向上

12 0 10,400

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

住宅管理費

土木費 委託料 設計監理委託料

住宅費 工事請負費 維持補修工事

一般 節
説明

歳出 区分

歳出積算根拠（金額）

・備品購入費（ＡＥＤ）小学校9校分：330千円/台×9台×1.05≒3,119千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

　「地域活性化・経済危機対策臨時交付金」を活用し、安全・安心な暮らしの実現及び防災・安全対策と
して市内小学校にＡＥＤを設置するとともに、老朽化している小中学校施設の改修や遊具の保全を行うこ
とにより児童生徒が安心して快適に利用できる教育環境を整備する。

・小学校ＡＥＤ設置
・小学校遊具保全
・小学校床(Ｐタイル)改修(西郷小・上灘小)
・小中学校受電設備整備
　（上小鴨小・北谷小・久米中）

・西郷小学校校舎屋上防水改修
・東中学校プールサイド改修
・関金小学校屋根改修

総合計画との連動 義務教育の充実 教育環境の整備

13 0 93,519

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

学校管理費 工事請負費 整備工事

中学校費 委託料 設計監理委託料

工事請負費 整備工事

学校管理費 備品購入費 庁用器具費

予
算
科
目

一般 節
説明

歳出 区分

教育費 委託料 設計監理委託料

小学校費

担当課 教育総務課

事業名 小・中学校運営（総務）（地域活性化・経済危機対策臨時交付金）

担当課 景観まちづくり課

事業名 市営住宅維持管理（地域活性化・経済危機対策臨時交付金）

予
算
科
目
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会計

歳入歳出 金額

款 10

項 2 18 14,000 14,000

3 18 10,000 10,000

目 2

国庫 県 地方債 その他 一般財源

24,000

施策 基本事業

会計

歳入歳出 金額

款 10 15 769 769

項 4

目 4

国庫 県 地方債 その他 一般財源

769

施策 基本事業

歳出積算根拠（金額）

外壁張り替え工事費769千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

本事業は、地域の学習拠点である地区公民館（上小鴨公民館）をより長く快適に安全に活用する
ため、建物の損傷拡大を防ぐため、外壁の修繕（張り替え）を行うものである。

総合計画との連動 生涯学習の推進 生涯学習環境の確保

13 0 769

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

公民館費

維持補修工事

社会教育費

歳出積算根拠（金額）
教材備品（楽器等）
　小学校14校　1,000千円×14校＝14,000千円
　中学校 5校　2,000千円× 5校＝10,000千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

　「地域活性化・経済危機対策臨時交付金」を活用し、小中学校の新学習指導要領移行措置への対応のた
めの教材備品の整備や、老朽化し修理が困難となっている音楽備品等の更新を行う。

総合計画との連動 義務教育の充実 確かな学力の定着

13 0 24,000

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

教育振興費

備品購入費 庁用器具費

中学校費 備品購入費 庁用器具費

予
算
科
目

一般 節
説明

歳出 区分

教育費

小学校費

担当課 教育総務課

事業名 小中学校教材整備（地域活性化・経済危機対策臨時交付金）

担当課 生涯学習課

事業名 地区公民館修繕事業（地域活性化・経済危機対策臨時交付金）

予
算
科
目

一般 節
説明

歳出 区分

教育費 工事請負費
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会計

歳入歳出 金額

款 10 18 347 347

項 4

目 8

国庫 県 地方債 その他 一般財源

347

施策 基本事業

会計

歳入歳出 金額

款 10 18 4,000 4,000

項 5

目 3

国庫 県 地方債 その他 一般財源

4,000

施策 基本事業

歳出積算根拠（金額）

AED購入見積　１基　330千円×1.05≒347千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

館内入館者年間308,255人（20年度）1日当たり1,034人
現在パークスクエア内には未来中心にAEDが設置してあり、事故が発生した場合
取りに行く必要がある。心筋梗塞は対応時間で生存を大きく左右する。
AEDを設置し、安心感をもって施設を利用してもらう。

総合計画との連動 生涯学習の推進 生涯学習環境の確保

予
算
科
目

一般会計

13 0 347

予算説明書
（ページ）

金額

節

社会教育費

庁用器具費

補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

図書館費

担当課 図書館

事業名 交流プラザ総務管理（地域活性化・経済危機対策臨時交付金）

説明
歳出 区分

教育費 備品購入費

担当課 学校給食センター

事業名 学校給食センター厨房機器整備事業（地域活性化・経済危機対策臨時交付金） 

説明
歳出 区分

教育費 備品購入費 機械器具費

補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

学校給食センター費

予
算
科
目

一般

13 0 4,000

予算説明書
（ページ）

金額

節

保健体育費

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

①市内の小中学校に通学する子どもたちに安全で安心な給食を提供する。
②厨房機器をドライシステムに更新し、床からの跳ね水等による食品の汚染を防止する。

総合計画との連動 義務教育の充実 健康教育の推進

歳出積算根拠（金額）
フードスライサー本体とドライシンク　各1台　　　　　2,037千円
合成調理機本体とドライシンク　　　　各2台　　　　　1,029千円
フードミキサードライシンク　　　　　　1台　　　　　　470千円
サイの目切り機ドライシンク　　　　　　1台　　　　　　464千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など
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会計

歳入歳出 金額

款 2 15 4,664 4,664

項 1 18 2,030 2,030

目 7 19 10,206 10,206

国庫 県 地方債 その他 一般財源

16,900

施策 基本事業

会計

歳入歳出 金額

款 6 19 1,594 1,594

項 1

目 1

国庫 県 地方債 その他 一般財源

1,594

施策 基本事業

歳出積算根拠（金額）

テレビ配線等の改修工事　　 　4,664千円
デジタルテレビ等の購入費　 　2,030千円
ＮＣＮケーブルテレビ加入金　10,206千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

　平成23年7月の地上デジタル放送への完全移行に伴い、平成20年7月に国が決定した「地上デジ
タル放送への移行完了のためのアクションプラン2008」等に基づき、公共施設における地上デジ
タル化の一層の推進を図るため、早期かつ確実に公共施設のデジタル化改修を行う。
【対象】公共施設のテレビ
【意図】デジタル放送を受信できる環境に整える

総合計画との連動 地域情報化の推進 情報リテラシーの向上

予
算
科
目

一般

8 0 16,900

予算説明書
（ページ）

金額

節

総務管理費 備品購入費

維持補修工事

補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

企画費 負担金補助及び交付金 ケーブルテレビ加入負担金

庁用器具費

担当課 総合政策室

事業名 公共施設地上デジタル化改修事業（地域活性化・経済危機対策臨時交付金）

説明
歳出 区分

総務費 工事請負費

担当課 農業委員会事務局

事業名 農用地利用権設定等促進事業（地域活性化・経済危機対策臨時交付金）

説明
歳出 区分

農林水産業費 負担金補助及び交付金 耕作放棄地再生利用推進事業費補助金

補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

農業委員会費

予
算
科
目

一般

10 0 1,594

予算説明書
（ページ）

金額

節

農業費

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

　国の方針により、平成23年度までに耕作放棄地の解消が求められているが、本市では約47ｈa
の耕作放棄地が存在（20年調査）しており、今回3.15haの解消を図る。
【事業実施主体】　倉吉市担い手育成総合支援協議会
【計画地区・面積】久米ヶ原地区2.46ha　下福田地区0.33ha　鴨河内地区0.13ha　志津地区
0.23ha

総合計画との連動 農業地域の整備 適正な農地管理

歳出積算根拠（金額）
【計画地区おける事業費の市費負担分】
久米ヶ原地区:対象事業費6,082千円（国4,203千円、県939千円、市940千円、地元負担なし）
下福田地区  :対象事業費  804千円（国  484千円、県160千円、市160千円、地元負担なし）
鴨河内地区  :対象事業費  192千円（国  103千円、県 44千円、市 45千円、地元負担なし）
志津地区    :対象事業費  580千円（国  347千円、県116千円、市117千円、地元負担なし）
久米ヶ原地区:(当初計画分、制度変更により地元負担分の332千円を市に追加する）

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など
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会計

歳入歳出 金額

款 4 19 8,000 8,000

項 1

目 4

国庫 県 地方債 その他 一般財源

6,000 2,000

施策 基本事業

会計

歳入歳出 金額

款 4 11 需用費 344 344

項 1 12 328 328

目 5 13 2,954 2,954

国庫 県 地方債 その他 一般財源

4,974 △ 410 △ 938

施策 基本事業

歳出積算根拠（金額）

9 49,797 3,626

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

予算説明書
（ページ）

金額

事務用消耗品　84千円、検診手帳等印刷製本費　260千円、案内通知・検診結果通知郵送料　328千円、
がん検診委託料（子宮頸がん検診・乳がん検診）　2,954千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

女性特有のがん検診推進事業費補助金　補助率10/10
補助対象経費　事務費　672千円、事業費（検診委託料）4,302千円（うち1,348千円は当初予算計上済
み）
子宮頸がん、乳がん検診自己負担　△410千円（対象者の当初予算計上済みが無料となるため）

がん検診の受診率向上を目的として「女性特有のがん対策推進事業」が国の補助事業として創設された。事業実施に
必要な経費のうち検診費・事務費について補助事業の対象とされることとなり、本市においてもこの事業を活用して
受診率の向上を図るものです。
　検診内容　子宮頸がん検診、乳がん検診
　対象年齢　子宮頸がん検診：20･25･30･35･40歳、乳がん検診：40･45･50･55･60歳

総合計画との連動 健康づくりの推進 健康管理の促進

通信運搬費

健康増進費 委託料 がん検診委託料　

予
算
科
目

一般 節
説明

歳出 区分

衛生費 消耗品費、印刷製本費

保健衛生費 役務費

担当課 保健センター

事業名 がん検診

担当課 環境課

事業名 住宅用太陽光発電システム導入促進

歳出 区分

衛生費 負担金補助及び交付金

環境衛生費

住宅用太陽光発電システム
導入促進事業費補助金保健衛生費

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

予
算
科
目

一般 節
説明

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

住宅用太陽光発電システム導入促進事業費補助金　　　6,000千円
9,000千円×2/3＝6,000千円

【事業概要】住宅用太陽光発電システムを設置する者に補助金を交付しているが、申請が増加しており、
また、鳥取県においても６月補正で、市町村が設置者に補助する額の３分の２を市町村に補助することと
されたことから補正予算を計上するものです。住宅用太陽光発電システムを設置する場合、1kw当たり７
万５千円を助成。ただし、３０万円を上限とする。
【対象】住宅用太陽光発電システムを設置する個人。
【意図】太陽光発電システムを普及させることにより、地球環境対策の一助とする。

総合計画との連動 自然環境の保全 省エネの普及啓発

歳出積算根拠（金額）

75千円×4kw=300千円
300千円×30件=9,000千円
住宅用太陽光発電システム導入促進事業費補助金　　9,000千円－既予算1,000千円＝8,000千円

9 1,000 8,000

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など
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会計

歳入歳出 金額

款 3 19 4,990 4,990

項 2

目 4

国庫 県 地方債 その他 一般財源

570 3,172 1,248

修業期間の1/2の期間（上限18か月）→　修業期間の全期間（上限36か月）

施策 基本事業

会計
歳入歳出 金額

款 3 3 400 400
項 2 4 116 116
目 7 7 862 862

11 174 174
12 317 317
13 10 10
14 96 96
19 47,520 47,520

国庫 県 地方債 その他 一般財源

49,495 0

施策 基本事業

市町村民税課税世帯：　51,500円　→　 70,500円

歳出積算根拠（金額）

①支給期間延長による増額分　141千円×3人×10ヶ月＝4,230千円
②支給額の引き上げによる増額分　（141千円-103千円）×2人×10ヶ月＝760千円
①＋②＝4,990千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など
①母子家庭等対策総合支援事業費国庫補助金（国：3/4　市：1/4）760千円×3/4＝570千円
②安心子ども基金（県：3/4　市：1/4）4,230千円×3/4＝3,172千円

総合計画との連動 子育て支援の充実 子育てを支援する環境の整備

　本事業は、母子家庭の母が資格取得（看護師、保育士など）をする際の生活費の負担を軽減する目
的で給付金を支給するものです。国の補正予算において、支給額の引き上げ、及び支給期間の延長が
盛り込まれたことを受け、拡充に係る経費を計上するものです。
【拡充の内容】 ◆支給期間の延長

◆支給月額の引き上げ 市町村民税非課税世帯：103,000円 →　141,000円

8 2,472 4,990

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

母子福祉費 

児童福祉費

節
説明

歳出 区分

一般

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など
補助率10/10

担当課 子ども家庭課

事業名 母子福祉事務（高等技能訓練促進費）

民生費 負担金補助及び交付金 母子家庭自立支援給付補助金

予
算
科
目

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など
小学校就学前3年間の子に対して、子一人につき36千円を支給する。
◆支給対象となる子
　平成21年度において小学校就学前3年間に属する子、すなわち、平成15年4月2日から平成18年4月1日までの間の生ま
れ（平成21年3月末において3～5歳の子）の子ども
◆支給額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◆支給先
　支給対象となる子ども一人あたり36千円（１回払い）　　　　　支給対象となる子の属する世帯の世帯主

歳出積算根拠（金額）
対象児（平成21年4月末現在　3～5歳児　1,309人）　1,309人＋α＝1,320人
特別手当：1,320人×36千円＝47,520千円
事務経費：必要経費積上1,975千円＜（500,000円+1,400円×1,320人）＝2,348千円

総合計画との連動 子育て支援の充実 子育てを支援する環境の整備

予
算
科
目

一般

8 0 49,495

予算説明書
（ページ）

金額

子育て応援特別手当支給事業費

節

児童福祉費

委託料 データ出力業務委託料

補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

使用料及び賃借料 機械借上料
負担金補助及び交付金 子育て応援特別手当

需用費 消耗品費、印刷製本費
役務費 通信運搬費

賃金 事務賃金
共済費 社会保険料

担当課 子ども家庭課

事業名 子育て応援特別手当支給事業費

説明
歳出 区分

民生費 職員手当等 時間外勤務手当
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会計

歳入歳出 金額

款

項

目

国庫 県 地方債 その他 一般財源

9,162

施策 基本事業

歳出積算根拠（金額）

＊別紙のとおり

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

緊急雇用創出事業臨時特例交付金　補助率10/10

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

雇用情勢の悪化を受け、緊急雇用創出事業臨時特例交付金基金の積み増しが行われることとな
り、追加事業を計上する。
離職を余儀なくされた非正規労働者、中高年齢者等の失業者に対して、次の雇用までの短期の雇
用・就業機会を創出・提供する事業を実施し、これらの者の生活の安定を図るため、雇用創出を
見込んだ８事業を実施する。

総合計画との連動 雇用の維持と確保 市内雇用の促進

予
算
科
目

一般

32,084 9,162

予算説明書
（ページ）

金額

節

補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

担当課 商工観光課

事業名 緊急雇用創出事業（8事業）

説明
歳出 区分
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事業説明シート歳出積算根拠

緊急雇用創出事業(直接雇用） （単位：人・千円）

6月追加補正 当初予算

教育総務課 学校施設環境整備事業 4 2,933 2,933 0

保健センター 食育推進計画推進事業 1 1,332 291 1,041

総務課 安心安全対策推進事業 2 1,467 1,467 0

環境課
合併浄化槽設置推進事業及び飲料水
供給施設給水台帳整備事業

2 1,467 1,467 0

管理課 境界確定事業過去資料データ化事業 1 1,000 1,000 0

図書館 交流プラザ及び周辺施設、図書管理 1 1,200 1,200 0

小計 11 9,399 8,358 1,041

緊急雇用創出事業（委託事業） （単位：人・千円）

6月追加補正 当初予算

支所管理課 施設管理事業(委託） 2 2,000 0 2,000

子ども家庭課 子育て・子育ち空間整備事業 1 804 804 0

小計 3 2,804 804 2,000

直接雇用+委託事業の合計 14 12,203 9,162 3,041

H21
事業費

H21
雇用創出人数

対象事業担当課

担当課 対象事業
H21

雇用創出人数
H21

事業費
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基金の内訳

（単位：千円）

20年度末 21年度 21年度 21年度末

区　　　分

見込額 積立見込額 取崩見込額 見込額

A Ｂ C A+B-C

文 化 基 金 4,652 216 4,868

博 物 館 資 料 整 備 基 金 2,524 1,013 3,537

緑 を 守 り 育 て る 基 金 15,046 264 987 14,323

職 員 退 職 手 当 基 金 450,664 1,352 452,016

公 共 施 設 等 建 設 基 金 86,614 260 86,874

教 育 振 興 基 金 151,428 455 205 151,678

ふ る さ と 農 村 活 性 化 基 金 17,808 54 17,862

集 落 排 水 事 業 推 進 基 金 551,216 8,943 43,977 516,182

若 者 の 定 住 化 促 進 基 金 1,370,152 4,411 4,111 1,370,452

遥かなまち倉吉ふるさと基金 2,687 1,290 3,977

定 住 自 立 圏 構 想 推 進 基 金 93,371 374 93,745

財 政 調 整 基 金 278,385 1,774 144,088 136,071

減 債 基 金 297,537 5,353 156,952 145,938

計 3,322,084 25,759 350,320 2,997,523




